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議事に先立ち、配布資料（最終ページ参照）は下記の２セットになっている旨、事務局が説明した。： 　
・2013-3-01、2013-3-02、2013-3-04-1～４、2013-3-05 ～ 2013-3-07
・2013-3-03-1～４　
また、「共通語彙基盤」構築プロジェクト(前回議事録４－６参照)に関し、その事務局である独立行政法人情報処理推進機構技術本部国際標準推進センターのウェブサイト11月20日付記事「同プロジェクトがスタート－１.DBプロジェクト、２.ツールプロジェクト」の資料により、同概念モデル構築の事業内容と実施予定企業の紹介を事務局が行った。
４．議事概要　
４－１．第２回国際／業界横断EDIタスクフォース議事録の確認　

・第２回国際／業界横断EDIタスクフォース議事録（業界横断2013-3-02）の内容を確認した。
４－２．SIPS V2による国内実証の進捗状況　　
・「金融EDI連携を考慮した国際EDIの中小企業への活用に関する2013年度実証実験」（愛知県補助事業）の、受発注双方にEDIを導入する「１豊田市⇔さくらワークス」および「２さくらワークス⇔仕入先」各概念資料（業界横断2013-3-03-1）について、工程表、各種帳票等（印字・手書き両記載および照合の印付き）の資料（業界横断2013-3-03-2～3＋3-1）と併せ、リーダーが概要を説明した。
・各種帳票等の資料からは、注文から銀行支払までを通し、売り買いの部分についてEDIが適用できれば、処理作業は楽になるであろうことが見込まれる。
・「実証実験１豊田市 ⇔ さくらワークス 11月7日」および「実証実験２さくらワークス ⇔ 仕入先 11月22日」の両実証実験資料（業界横断2013-3-03-4）について、リーダーが概要を説明した。

・同資料スライド15～17に示されている注文書、納品書、請求書（いずれも国連CEFACT／SIPS準拠）の画面フォーマットは、紙書類を用いたい場合にはpdfでの帳票が出るようになっている。
・同説明に関し、質疑応答がなされた。
（問）ここの納品、請求は、業界横断EDI Ⅴ2.0で作っているものを使用しているか。
（答）使用している。
（問）見積書もやりたいと聞いたが、これに続けて行うということか。
（答）そうである。仕入先（マルコおおむら）のほうがそうなる。マルコおおむらは商社的な所があり、個別で注文を掛けるため、その際に見積が必要な場合がある。
（問）その情報構造設計は作るのか。

（答）作る。

・pptおよび工程表の資料のデータファイルの提供を事務局が要請した（数字が具体的に記載された各種帳票等を除く）。

４－３．業界横断データ辞書の新領域への展開　　
・業界横断データ辞書の新登録領域への展開に関し資料（業界横断2013-3-04）により、ITコーディネータ協会ITC事務局が概要説明を行った。
・同資料04-1「４種の情報データモデル」、04-2「４種のメッセージBIE表」、04-3「業界横断EDI仕様バージョンアップについての検討依頼」のうち、04-3につき、事項別説明があった。
・今回作業は、全日本電設資材卸業協同組合連合会JEDAから中小卸業の取引を電子化したいとの提案を受け、現在JEDAでEDIに乗せて行こうと考えている情報項目を定義した。これを国連標準準拠の業界横断仕様V2.0（中小企業共通EDI仕様）にマッピングしている。
・中小企業共通EDI仕様V1.0を前年度作ったが、そのバージョンアップを考えている。その理由は、例えばJEDA提案のものを組込むにあたり出て来た新しい問題点を反映させる等であり、その案を出したいと考えている。
・資料04－1の「中小商社の購買仕様(案)」は、JEDAのEDIメッセージのアイテムを受け、マッピングしたものである。建設業に関わる、資材購買あるいは販売については、ほぼ同パターンで処理していることが判り、業界の資料も受取った。
・これらを参考にし、この業界の情報も手許にあったので、それらを総合的に考え、建設業に関連する資材販売を行っている商社に汎用で使えるものを考えたい。　　　　　　　
・資料04－2「４種のメッセージBIE表」が示された。
・同説明に関し、意見交換、質疑応答があった。：
・ITC事務局が出した検討依頼に対する責任者は誰かということが気になる。中小企業基本仕様まではITC事務局ということは分る。製造、商社となると、それらもITC事務局で引受けるのか。あとでライブラリー／レジストリということになると、誰が責任者か明確に判る必要がある。メンテナンス等についてその責任者が決める。そうでないと、その標準の管理が難しくなる。
・これまでの経過だが、中小企業の基本仕様と製造業についてはITC内に検討委員会があり、そのEDI標準部会にて管理する。
・中小企業の基本仕様と製造業仕様は、ITCのEDI委員会で決めたものである。新しく出て来た商社版は、JEDAと話をしながらマッピングを行っている。これのオーソライズはこれからの課題である。
・登録するとメンテナンスを行う。提案は外部にオープンになっていないので良いが、ひと度オープンになるや修正要求等が出されることになり、その受け手のオーナーがどこかということになる。いずれアジアから要求等が来る時に、誰が対応し個々の業務アプリケーションに対し責任を持つか等を決める必要がある。製造業基本仕様と製造業仕様はほぼ固まっており、公開できる段階である。商社版は、プロセス定義がされていない。外部から見て判るプロセス定義を書き、その上で誰が責任を持つかを決められたい。登録は次年度の作業として、本年度に登録手順、責任者等を決めると良い。　
・問題は業界単位ということで、大手の場合は行えたが､中小企業の場合､業界の単位が小さく、数が多い。そうした業界が大同団結する態勢が必要と思われるが、民間主体でとの経済産業省指示を受けたものの難しく、どうするかにつき関心ある方々の意見を聴取し、方向を出す必要がある。
・保守管理には恒常的な組織が必要である。JEDA標準にするのか、ITC標準にするのかを整理する必要がある。
（問）業界単位の管理者ということは、縦割りでないと出来ないということか。
（答）最終的に、追加や修正を要望する時に誰に言うかである。
（問）２つの業界で作成した場合は、その両業界同士で作る組織が必要になるのか。
（答）知っている者同士で行ったのか、委員会を組織して行ったのか、誰が責任を持って作成したのかである。
（問）では、JEDAで作った方が良いということか。

（答）そのほうが良い。いくつかの業界が連なっていても良い。JEDAが検討に従ってソフトウェアや仕組みを作っているのであれば、その仕組みに影響する変更要求が来ると困るであろうと考えるからである。まだ決めなくて良いが､その点を考慮しておかれたい。

・ITC事務局の検討依頼に関し以下のように、答が出ているものを事務局が説明した。：　

・資料04－3の「１.－（１）国連CEFACT辞書に無い情報項目」に関しては、基本的に国連CEFACTに追加修正提案を出したい。例えば、国連CEFACTでは発注時にデリバリーの情報は入っていないが、日本では発注時に同情報を入れることがある。これは、デリバリー情報の頭に発注情報とデリバリー情報をつなぐASBIEの1行を追加するだけで出来る。これは国連標準の追加修正になる。

・SIPSの中で、変更要求DMRs（data maintenance requests）の手続とDMRsフォームを決める必要がある。DMRsを誰が誰に提出するのか。国連に対しては、SIPS／国連CEFACT日本委員会JECが出すという手続手順を作る。その間、仮番で運用するが、そのルールも必要。DMRs手続／手順・ルールに関しては、JEC国連標準促進委員会の承認を得るつもりである。
・資料04－3の「２. 業界固有情報項目の扱い」に関しては、標準にするには固有過ぎるような情報項目であっても、基本的にはDMRs手順で国連CEFACTの標準に持込むか、注記Noteに入れるようにするべきである。国連CEFACT標準から逸脱しないという原則を守るためである。
・Noteには既に識別子がある。CI Note Identification IdentifierにNote 1､Note 2 ～と識別子を付けて良く、Note にサブジェクトも書けるし、サブジェクトに対しコード化、連番付も可能である。
・業界の標準として、同NoteのIdentification ナンバーはXXXであるということを決める必要がある。それは識別子リストになる。
・資料04－3の「６.－（２）区分リストの策定」について、コードと識別子についてのリストは基本的にドメイン毎に管理される。その管理されるドメインの識別子／コードリストは、レジストリに登録してもらう。
・資料04－3の「３. 拡張版メッセージ共有化の仕組み－（１）」のレポジトリーに関しては、次の議題で説明する。同「３.」の「（２）」のメッセージの区分も次の議題で説明するが、メッセージの中に入れたい場合は、Exchanged Documentsの中に入れることが出来る。メッセージの外側のIDを付けたい場合は、レジストリの仕組みの中で行う。メッセージやコードを参照する際URLで自動的に見られるということを最終的には考える。
・資料04－3の「４．取引証跡としてのEDIデータ保存について」に関しては、SIPSから見れば範囲外と思う。基本的に、企業やプロバイダーがサービスとして提供するもので、方式は一定ではないと考えられる。また保存データの法的根拠についての扱いは地方税務署毎に異なる可能性がある。
・資料04－3の「５．EDIメッセージのエラー問題」に関しては、アプリケーションエラーの数字が違う、コードが違う、と返すエラーメッセージは業務プロセスの一環として、ドメイン毎の標準として作るべきである。
・エラーの３レイヤー（通信エラー、シンタックスエラー、アプリケーションエラー）

を、それぞれ誰が（ソフト、プロバイダー等）処理するか整理すべきであろう。SIPS

が取扱うのは、アプリケーションエラーの業務処理メッセージの標準化であろう。
・資料04－3の「６．中小企業共通EDI仕様の今年度の計画－（１）」に関しては、ドメインで分ける。誰が責任者かをはっきりさせる必要がある。提案は出来るが、登録という際には責任者を決めることか必要である。同（１）の③に関しては。三菱航空機㈱での納入指示とその回答が、メッセージとして対応するものがありそうである。
・インボイスは２種類あり、受注者が発注者に請求するインボイスと、発注者が受注者に対し示す買掛明細Self-Invoiceが､現在のインボイスでカバーされる。インボイスに対するレスポンスは、やはりインボイスで返す。最新の資料では、インボイスの仕組みは、インボイスのヘッダー、インボイスの中身に続き、相異レポートVariance Report（発注者・受注者それぞれの相手インボイス内容の相異指摘通知）が最後に付いている。Variance Reportを使えば、請求に対する交渉が出来る。これを使うと、三菱航空機㈱の納入指示／回答は出来るのではと見られる。　
・なお、AcceptanceやReceipt、また検収レポートというものは現在無い。ただし、Reportというのはあり、Reportが使えるかだ。11月の国連CEFACTフォーラムで、“Buy-Ship-Pay”のShipは、送ったというDispatch Adviceで終りで、受領Acceptanceや検収Inspectionがそのプロセスに入っていないのは問題ではないかとの討議があった。
・資料04－3の「６．」の「（２）区分リストの策定」に関しては、コードリストとIdentifierリストだが、国際標準のものでは、例えば通貨コードや国名コードが使える。他にドメイン毎に種々の区分を作っており、それらは業界のQualifierを付けたコードリストを登録している。各自決めて、どのコードリストを使うかを明確にする必要がある。
・コードリストのコードの意味付けをきっちりしておく必要がある。海外にオープンにし知られて来ると、コードの意味をはっきりさせていないと問題になる。同一コードをＡ社とＢ社とで異なる意味で使うことが無いようにしておく必要がある。　　
・ITC事務局作成のクラス図とコードリストについては、ひと通りチェックしたが、関心ある方々はじっくり見て使えるかをチェックされたい。特に㈱グローバルワイズとパティオシステムズ㈱はXML/EDIを使おうとされており、実装の責任あるITベンダーの目からチェックされたい。

４－４．海外現地調査報告　
・アジア進出日系企業等を訪問し､現地および国際サプライチェーンにおける取引文化の違いから生じる課題とITによる解決支援ニーズに関し実態を知るため、10月27日～11月1日にインドネシアで行った現地調査に関し､資料（業界横断2013-3- 05）により事務局が概要報告を行った。
・SIPSが日本国内で進めている国際標準に基づく業界横断EDI仕様がアジア地域においても容易に導入可能で且つ役立つものになるのかを見通すことを目的として、調査団は現地進出日系製造業を中心に、それら企業のIT化支援を行っているICT企業を訪問した。また、地域全般の状況を知るためにジャカルタジャパンクラブJJCも訪問した。
・現地の日系企業のIT化支援を行っているICT企業として、豊通ネットワークインテグレーションおよびNTTインドネシアを訪問し、ジャカルタ地域の経済・社会情勢、通信を含む諸インフラの状況、業務関係の現地慣行、同ICT企業２社の各事業現況等に関しそれぞれヒアリングを行った。　
・EDIの関連では、特に大手製造業、自動車系（含.オートバイ：普及率が非常に高い）では、基本的にジャストインタイムをEDIとミルクラン ― メーカー側が全て物流を行いEDIで情報を通知 ― で行っている。ただし、２次サプライヤ以下のEDIは全く出来ていない。
・EDIの所要計画と納入指示のみがEDIで、納入通知や請求書等は全て紙である。通信事情は特に地上線が悪く、ファックスが普及せず、メール、それも携帯でということが多い。
・ジャカルタジャパンクラブには、課税問題、通関問題、労働問題の３委員会があり、同各分野におけるインドネシアの課題等に対応を図っている。
　
４－５．海外現地調査計画　
・タイ バンコク現地調査計画に関し、資料（業界横断2013-3-06）により事務局が概要説明を行った。　
・調査の目的（国内で海外と取引を行っている企業、および海外に進出して現地企業と取引を行っている企業を対象に、グローバル・サプライチェーンのための情報基盤の現状とニーズのヒアリング調査を行う。－ 昨年度のバンコク調査に続く今回の主要点は、①グローバル・サプライチェーン構築における現地ITビジネス展開の可能性調査、②次年度予定の現地実証実験の環境調査と現地企業への参加依頼。）、調査期間（12月2日～12月4日）、日程と調査対象候補組織（現在８）、調査団員（５）、調査項目（現在９）が示された。
・調査対象組織のうちのダイワカセイを中心に次年度実証実験を行うので、当TFリーダーと相談し以下を、今回の調査で打合せ、聞いて来ることを想定している。 ：　　　⑴所要計画－納入／請求プロセスの中で使われるドキュメントをEDI化する、⑵EDIのベースになるのは業界横断EDIで決めたコクヨベースの中小企業版を使う、⑶その上で、実際の所要計画－納入／請求までのビジネスプロセスをきっちり聞く、⑷同プロセスで使われる伝票類を入手して来る、⑸前年度一部入手した帳票の情報項目に関する不明点を聞いて来る、⑹課題としての、手書き署名の商習慣の回避方法を討議する。　　
・同説明に関し、質疑応答があった。：

（問）調査対象組織に日立が加わるとあったが。
（答）㈱日立システムズの現地子会社である。現地のSI、アプリケーションサービスを、データセンターを母体に運営している。　
　　
４－６．海外取引のためのインフラ整備　　
・メッセージ辞書レジストリ設計案に関し、資料（業界横断2013-3-07）の概要を事務局が説明した。

・ドメイン毎のメッセージは必ず国連CEFACTのCCLに準拠した業界横断EDI辞書を使うことになっているが、ドメイン毎のメッセージが次々に出来て来ると、ITC事務局が懸念されるように、どこに何があるか判りづらくなる。そのため、メッセージ辞書のレジストリを作ることとし、メッセージ定義、コードリスト等、それぞれのドメイン毎に確認し、管理して行きたい。
・AFACT会議がベトナムで次週開催される。資料07のスライド４「アジアレジストリ構想」をそこで提案する予定である。同図の例えば日本JPの中には、BASIC、SME、LGがあり、それぞれの中には、BRS､MSG､CODE､XSD等が登録される。日本国内のものはSIPSが管理し、AFACTメンバー国も同様にするよう提案する。
・それら全体をAFACTレジストリにまとめて行こうという予定である。これが公開されると、海外からメッセージの意味等を質問されるようなことがあろう。
・アジアで実証実験が始まると、クレームが来るようなことがあるかもしれない。バンコクの要件を入れてくれ、というようなこともあろう。JPの中でやっているのか、タイとしてのレジストリを作っているのかは先の話だが、いずれ、こうした形になることを想定している。
・そのレジストリが何かは、同資料のスライド５のレジストリサマリーのデータモデル図ISO19763－6に概要が示されている。これらは判り難いので、スライド６に説明を付した。
・同説明のうち、中心になるレジストリクラスの説明にあるように、レジストリは管理機関の子供であり、分類の子供であるということになっている。一つの分類にいくつかのレジストリがあり、そのいくつかのレジストリは管理機関が持っているということである。
・レジストリ自体には、ビジネス要件シート、仕様、ガイドライン等が文書として登録される。構成要素としてコードリスト、メッセージリスト、XMLスキーマ等が登録され､それらはインタフェースを通しURLで飛んで行き実際の中身に到達出来る。　
・分類クラスに関して、プロセスは文書、メッセージとコードリストは構成要素だが、こうした分類クラスにするか、ドメインの名称にするか、未決定である。
・管理機関クラスに関し、管理機関は識別子を持ち、国連CEFACTのEDIFACTデータエレメント3055に登録する仕組だが、管理機関構造への登録には手間暇を要するため、国内では「SIPS XXX」と､SIPSで付番する方法も考えている。更にレジストリ内でユニークでなければならず、AFACTメンバー各国でも考えてもらう。あるいは、各国が参照する際に頭に例えばコードJPを必ず付けるルールにすれば良いであろう。　
・レジストリクラス、文書クラス、構成要素クラスの各説明欄にある管理機関は、例えばITC、JEDA等が該当する。
・これらはISO19763－6に準拠しているが、データを入れ易くするよう、データ入力を考えたデータモデルSIPS版を同資料のスライド７で示した。　同スライド標題の「レジストリ・データモデル」は「レジストレーション・モデル」に修正。　
・同説明に関し、質疑応答、意見交換があった。：

（問）XMLメッセージスキーマを策定するグループには、ドメイン固有のネームス
ペース（XML文のプレフィックス）も必要となるが、それは個別のグループ
に委ねるのか。
（答）ネームスペースはSIPSで管理できるようにしたい。構成要素そのものはドメイン管理者に委ねる。登録する時にSIPS登録審査を行い、“Already in use.”等の審査結果を通知する。
（問）国内はそれで良いが、AFACTや海外などSIPSの統治が効かない所に対して
のユニーク性はどうするか。
（答）頭に国コード（例えばJP）を付ける。まず、国内のルール作りを行い、AFACT
に持って行く。
・メッセージ登録手続に関し資料のスライド８～11により、手続および登録データの記載３用紙案の各事項別の概要説明があった。
・分類の決め方に関する助言として日本電気㈱の委員および事務局より以下が述べられた。 
・コンテンツの種類、すなわちXMLスキーマ、コードリスト等の軸での分類、ドメインや、そのドメイン内の業務の分類等、次元の異なる分類が混じり合うので、classification schemaを定義し、マルチに繋げて行く構図を取るべきであろう。

・この構造にしたのは、メッセージの場合、分類はメッセージモデル、その中に発注、受注確認、出荷通知等が構成要素として並ぶ、というイメージを考えた。
・これをきっちり決めることで、XMLスキーマのメッセージで定義するという時に、自動的にURLからコードリストを得て、そのチェッが出来ること等を想定している。

・同説明に関し、質疑応答があった。：

（問）レジストリのモデルだが、例えばJEDA等で増える場合、自社の取引先がJEDA関連企業や自動車業界関連企業等もある。複数のレジストリコンテンツを顧客別に使い分けるのは中小企業にとって負担である。取敢えずSMEsでやりましょうと取決めれば１レジストリでやれると考えられる。
（答）それで良い。問題は、電機と自動車がやろうという時、両方を合体させたいということがあろう。その場合、合体させたドメインを登録するようにされたい。
（問）どちらかの管理者が登録を行うということか。その管理者とやり取りして作るということか。
（答）管理者とやり取りして作る。その想定ドメインは、業界単位というよりグループ単位ということである。だからこそレジストリで管理したい。

（問）レジストリに従い、スキーマを作るのは大変ではないか。
（答）モデルを作ってから、スキーマを作る。２つのスキーマを作るのではなく、２つのモデルを手作業で作る。２つのものを合体させて登録するということである。例えばプロバイダーが、特定のESPモデルをサービス提供することもできよう。特に、大きな発注者が自社のモデルと言って登録しても良い。コードリストも勝手に付けて良い。ただし、使用データ項目はCCLに準拠しなければならない。
４－７．今後の予定　
・次回は次の審議を予定する。

‐ITC事務局が作成しJEDAがレビューした中小製造商社モデル。

‐ビジネスインフラガイドブックの手続資料案。

‐バンコク調査の報告。

‐AFACT会議報告。

‐見積書に関するリーダー提案。

以上に加え、ビジネスインフラガイドブックをⅤ2.1とするかⅤ3.0とするかも審議したい。
・上記作業のスケジュール等を勘案し、下記の次回会議日程を合意した。 

第４回TF会議
２月７日（金）　14:00～17:00
　
配布資料 一覧：　
業界横断2013-3-01　第3回国際／業界横断EDI TF議事次第

業界横断2013-3-02　第2回国際／業界横断EDI TF議事録（案）

業界横断2013-3-03　SIPS V2による国内実証の推進（兼子）

業界横断2013-3-04　領域メッセージ提案（川内）

業界横断2013-3-05　インドネシア現地調査報告

業界横断2013-3-06　バンコク現地調査計画

業界横断2013-3-07　メッセージ辞書レジストリ設計
＜参 考＞

独立行政法人情報処理推進機構技術本部国際標準推進センター11月20日付
ウェブサイト記事「共通語彙基盤構築プロジェクトがスタート」
以 上
PAGE  
1

